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第5困衛生工学シンポジウム
1997.11北海道大学学術交流会館

2-8 
酸性降下物の大陸から日本への越境輸送量の推定

片谷教孝、 福宮直純 (山梨大学工学部)

1. はじめに

我が国における酸性雨等の酸性降下物が注

関されるようになって久しい。その問、数多

くの沈着量の測定が行われ、酸性化の状況が

明らかとなってきた。

酸性降下物の問題の最大の特徴として、汚

染物質の長距離輸送を伴う点が挙げられる。

そのため、原関物質の発生する地域と、酸性

物紫が韓下して被害をもたらす地域とは、具

なる場合が多くなる。酸性物質の長距離輸送

は、 1000kmあるいはそれ以上のスケールで起
こることが知られており、したがって罰境を

越える輸送を伴うととになる。そのため酸性

降下物問題はいわゆる越境汚染問題のーっと

して扱われている。

日本における酸性降下物に対しても、大陸

からの汚染物質の輸送が寄与しているという

考え方が一般的となっている。その一つの証

明として、主として冬季に自本海側で観測さ

れる高い酸性降下物濃度に対し、日本海上に

おける航空機や船舶を用いた観測などによっ

て、大陸から日本への汚染物質の輸送が寄与

していることが示されている。また、モデル

計算を用いてこれらの輪送を再現する研究も

いくつか行われている。

越境汚染の性質を持つ環境問題に対して脊

効な対策をとるためには、まず原因物質の排

出と酸性物質の降下との聞の位霞的、量的な

関係を、定量的に把握することが必要である。

その一つの手段は観測であり、最近では揮下

物の成分中の同位体元素の蒋在比を原鴎物質

中の間位体存在比と比較することによって、

降下物中の汚染物費の起源を知る方法が実用

段階に近づいてきた。またモデル計算では、

発生掠ごとに別々に計算することが可能であ

るため、どとの発生源の影響がどこに出てい

るかを知るための手段として有効であること

が知られている。これらの研究により、自本

の酸性降下物に対する発生源の国別あるいは

地域射の寄与率を求めることができれば、対

策の検討に有益な情報が得られるが、これま

での研究併ではまだ値に大きなばらつきがあ

り、現状では確定的な構報とはなっていない。

本報では、まず日本海上を輸送される汚染

物質の量をモデル計算によって求めた例を示

し、越境輸送量の季節的な変化などを考察す

る。次いで筆者らが求めた国別・地域別の発

生源寄与率を示すとともに、他の研究例との

比較を行って、それらの差異の原器について

考察した結果を報告する。

2. 計算モデル

本研究で用いたモデルは、既報 1)のモデル

と同様のもので、基本的に3次元オイラー裂

のモデルである。詳細は前報を参照されたい。

気象データは AerologicalDataof Japanと
気象ffの数値予報モデルによっており、発生
源データは Akimotoら2)のものを基本として、
国内の主要な火山の排出量を加えたものを用

いた。

用いたデータの対象年次は、 1981年10月か

ら1988年9月までの1年間である。

a B本海上を輸送される汚染物質量の推定
まず大韓から詔本へ、逆に日本から大陸へ

の汚染物質輸送量の概略を把捜するため、日

本海上に仮定した鉛直断面を通過する汚染物

質フラックスを月単位で積算することを試み

た。なおこの試算では、対象物質は硫黄強化

物の総量とした。

鴎1にモデル計算の対象地域と、鉛寵断面

を設定した位置(太線部分)を示す。本研究の

モデルでは、地表から上空100hPa(約3000m)
までを計算しており、過去の航空機観灘によ
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関l 計算対象範囲と、設定した鉛護断面

る知見などからみて、長距離輪送の大半はこ

の高度範囲で行われているとみられることか

ら、輸送フラックスのほぼ全量が捕捉されて

いるとみてよい。

ここでは図中の鉛直断面を西側から東側に

適通したフラックスを大陸から毘本への流入

量、東側から商側に通過したフラックスを日

本から大陸への流出量とみなした。ただしこ

の方法では、単純に鉛産新躍を通過したフラ

ックスを積算しているだけで、通過した後に

溝上に降下した量や、通過前に降下した量は

考癒していない。また日本の上空に流入した

(単位:10万t)
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汚染物質の全最が日本に降下するわけではな

い。したがって、流入最といっても、日本へ

の揮下農と直接リンクする震ではないことに

注意する必要がある。

計算結果を図2に未す。なお硫黄酸化物量

はSOz換算で恭しである。まず流入量を見る

と、冬季に40"-'60万1/丹と圧倒的に大きな鐘

を示しており、北部の季節風に乗って汚染物

質が大震に輸送されていることを表している。

夏季には10"-'15万1/月と、量的にはずっと少
なくなるが、それでも流出最より多いことが

注目される。南東の季節風に乗れば、夏季に

は流出量がもっと増えてもおかしくはないが、

これが増えない理由としては次のような点が

挙げられる。

①日本からの硫黄酸化物発生最は、火山を

加えても大陸の 1割にも満たない。

②冬季には北西から南東への風系が卓越す

るのに対して、夏季には南東から北部への

風系だけでなく、循環を含めた複雑な風系

が出現することが多い。

これらの流入量に対して排出量は、火山を

加えても10万iから20万tの関であり、いかに

流入量が大きいかがわかる。

また流入農の年間積算舗は約4Mtとなった。

i これは中菌、韓国、北朝鮮、台湾における年

間排出量(約22世t)の約2裂にあたる。

ロ流入量

襲警流出量

87/10 11 12 88/1 2 3 4 5 6 7 8 9 

図2 日本海上を通過する硫黄酸化物のフラックス

(流入量:大騒から日本、流出最:日本から大陸)
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3. 発生源地域別の寄与率の推定

筆者らはこれまで、上記のモデルを舟いた

計算結果をいくつか報告してきた。モデルの

整合性・妥当性の検証が完全に行われたとは

いえない段階であるが、今臨はそのモデルが

正しいとの仮定に基づいて、国別(地域別)の

発生源寄与率の推定を試みた。

通常の大気モデルでは、濃度や沈審議に対

して発生源ごとの加成性が成り立つとされて

いる。すなわち、各発生源別に輸送計算を行

って求めた濃度(寄与濃度)を積算すれば、全

発生源を一度に入力して輸送計算を行って求

めた濃度と一致するという仮定である。この

仮定は…般的に成り立つが、化学反応の寄与

が大きい場合にはずれが生じ、また数値計算

誤差の影響も無視できないことが多い。

ここで用いた方法は次式によるものである。

基本的には、発生源別の加成性を仮定するの

ではなく、発生源を除くことによる濃度や沈

着量の減少量に対して加成性を仮定する。こ

うすることによって、数値計算誤差の影響が

少なくなることが経験的に明らかとなったた

め、この方法を採用した。

なおこの方法は計算が簡便であるが、あま

り大きな発生最をもっ地域があると、誤差が

大きくなる危験がある。そこで今田の試算で

は、発生量が大きく面積も広い中国を3つの

地域に分けて計算した。

[一

・'j=…二三旦ーx100% 
--'1 1:7=1 Hij 

日j口 Dtj-Dij

品j: 発生源 iから地域jへの寄与率

Dtj: 全発生源データを用いた場合の

地域jにおける沈着量計算催

Dij : 発生源 iを計算から除いた場合

の地域jにおける沈着量計算値

Hij: 発生源 iを計算から除くことに

よる沈着量の減少量

計算結果を図3に未す。計算は臨内の地点

別に行ったが、ここではそれらの加重平均備

を示す。これによると、日本へのS04沈着

輩に対する国外発生源の寄与は、季節によっ

て大きく異なるが、 遇年では中閣が約32%、

韓関が約7%であることがわかる。また火山

発生源の寄与が大きいことはよく指摘されて

いるが、本研究の方法ではその寄与率は約11

%と見積もられる。ただし火山の寄与は地点

によって大きく異なり、酉5本では季節によ

って40%前後にも遣する場合がある。

季節加に見ると、冬季には園内人為発生源

の寄与は3割程度に減少し、中国の寄与が5

割前後まで上昇する。逆に夏苧には国内人為

発生糠の寄与が7割程度まで上昇している。

これらの結果は、前項で示した越境輸送量の

見積もりとおよそ整合がとれているが、量的

な関係についてはもう少し細かく検討してみ

る必要がある。
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図3 日本のS04降下量に対する国別発生源寄与率(1988年)
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4. 他の研究例との比較

これまでにモデル計算による越境汚染の見

積もりを行った慨はあまり多くない。ここで

はHuang3)、市}I[4)、 北関 5)の3例を取り上

げ、比較を行った。なお、これらの計算の対

象年次は完全に間ーではないが、データの制

約から、そのまま比較した。

なお、市}IIらのモデルはラグランジュ裂で

あり、その他のモデルはオイラー型である。

しかし筆者らの過去の研究によれば、ラグラ

ンジュ型モデルとオイラー型モデルでも、鉛

直構造が類似していれば極めて近い計算結果

が得られることがわかっている 510 その意味

において、これらのモデルの基本構造には、

大きな差異はないとみることができる。

表1に見られるように、研究者による値の

ばらつきは、対象物質が異なることを考鹿し

でも、非常に大きい。前述のようにモデルの

基本構造には大きな驚異はなく、発生源ヂー

タもほぼ同等なものであり、気象データもほ

とんど共通であることから、主たる差異の原

菌は、沈着パラメータにあるものと推定され

る。またモデルの鉛匝構造や、鉛直方向の輸

送計算方法も影響している可能性がある。

表1 発生源寄与率の推定値の比較

研究者対象物質発生源地域 寄与率

Huang S成分 中間 3.5% 
H H 大鐘全体 6.3% 
市川ら S04 (wet) 中陣 36% 
H H 大様全体 53% 
北田ら S成分 大陸全体 50""'80% 
本研究 S04 中陣 32% 
H H 大睦全体 42% 

5. おわりに

R本の酸性韓下物に対する大陸発生課の寄

与についての知見を得るため、日本溝上を通

過する硫黄費量化物量の積算値を求め、次いで

各属加の発生源寄与率を推定した。この推定

値は多くの仮定に基づいており、研究者によ

って値にばらつきがあることからも、まだ精

度商では不十分な点があるといえる。ただし

今後の国際協力を効果的に行うためにはこれ

らの数字は重要であり、今後さらに精度の高

い見積もりを行うことが必要といえる。
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